
センコー汽船株式会社

現 金 ・ 預 金 30,000 営 業 未 払 金 641,801,699
受 取 手 形 6,849,440 未 払 金 197,383,211
営 業 未 収 入 金 1,108,161,046 設 備 未 払 金

商 品 リ ー ス 未 払 金

貯 蔵 品 51,987,264 リ ー ス 債 務

前 払 金 未 払 法 人 税 等 79,387,700
前 払 費 用 4,765,474 未 払 事 業 税

立 替 金 未 払 消 費 税

未 収 入 金 138,092,711 未 払 費 用 12,475,897
そ の 他 流 動 資 産 16,375,190 関 係 会 社 債 務

前 受 金

預 り 金 3,704,911,688
賞 与 引 当 金 18,239,133
役 員 賞 与 引 当 金 7,000,000
そ の 他 流 動 負 債 3,141,387

1,326,261,125 4,664,340,715
建 物 長 期 借 入 金

構 築 物 長 期 未 払 金 154,558
機 械 装 置 株 式 給 付 引 当 金 500,771
船 舶 3,532,554,791 船舶特別修繕引当金 46,346,072
工 具 器 具 備 品 569,466 退 職 給 付 引 当 金

土 地 役員退職慰労引当金

建 設 仮 勘 定 455,280,862 長 期 繰 延 税 金 負 債

有 形 リ ー ス 資 産 47,001,401
3,988,405,119 4,711,342,116

営 業 権

電 話 施 設 利 用 権 739,900 資 本 金 100,000,000
権 利 金 資 本 準 備 金

ソ フ ト ウ ェ ア 480,384 そ の 他 資 本 剰 余 金

無 形 リ ー ス 資 産

1,220,284 資 本 剰 余 金

投 資 有 価 証 券 990,500 利 益 準 備 金 25,000,000
長 期 貸 付 金 そ の 他 利 益 剰 余 金 506,952,905
保 証 金 798,000 別 途 積 立 金

破 産 債 権 更 生 債 権 繰 越 利 益 剰 余 金 506,952,905
そ の 他 の 投 資 利 益 剰 余 金 531,952,905
長 期 繰 延 税 金 資 産 25,619,993 自 己 株 式

貸 倒 引 当 金 株 主 資 本 計 631,952,905

27,408,493 その他有価証券評価差額金

4,017,033,896 評価・換算差額等計

631,952,905
5,343,295,021 5,343,295,021

科     目 金  額 科     目 金  額

貸   借   対   照   表
（２０２２年３月３１日）

（単位：円）
資  産  の  部 負  債  の  部

資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

流 動 資 産 計 流 動 負 債 計

固 定 負 債 計

有 形 固 定 資 産 計 負 債 合 計

純資産の部

無 形 固 定 資 産 計

投 資 等 計

固 定 資 産 計

繰 延 資 産 純 資 産 合 計



Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記
１ 有価証券の評価基準及び評価方法

・・・・・ 期末日の市場価額等に基づく時価法

・・・・・ 移動平均法に基づく原価法

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）によっております。

・・・・・ 移動平均法に基づく原価法

３ 減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産 ・・・・・ 定額法

但し、機械装置及び工具器具備品については、定率法を採用しております。

無形固定資産 ・・・・・ 定額法

４ 引当金の計上基準

・・・・・

・・・・・

・・・・・

・・・・・

株式給付引当金 ・・・・・ 株式交付規程に基づく当社の取締役等へのセンコーグループホール

ディングス株式会社株式の給付に備えるため、当事業年度末における

株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

５ 消費税等の会計処理方法

Ⅱ 当期純利益金額　　　　　238,108,788　円

貯 蔵 品

個　　別　　注 　記　 表

時 価 の あ る も の

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

時 価 の な い も の

但し、電話施設利用権は非償却資産です

賞 与 引 当 金 従業員に対して支給する賞与に備えるため、支給見込額基準に基づい
て計上しております。

役員賞与引当金 センコー（株）からの出向役員に対する年間賞与を月次均等で計上して
おります。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、退職給付会計基準に定める簡便法
を採用しております。

船舶特別修繕引当金 将来支出する修繕費用に充てるため船舶安全法に規定する定期検査
費用の当期に対応する見積額を計上しております

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税抜き方式によっております。


